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筑波大学大学院久保田 力
はじめに
本稿では，学校経営事象を国有の具体的考察対象として成立する学校経営学が，その要素である
個々の学校経営研究のレベルにおける研究目的論的指向性により どのように構造化され得るかに
ついて述べる。この課題を遂行するにあたり本稿では3 ケーニヒ(Eckard Konig)のf教育科学
理論 (Theorieder Erziehungswissenschaft ) Jにおける所論を主たるてがかりとしたい。
i 学校経営学構造論の基本的指標
学校経営という経験的事象それ自体ではなく，当該事象を対象とするわれわれの思惟活動，およ
びその成果としての体系的知識である学校経営学の分科科学的構造を構想する場合，それを構成す
る指標として，たとえば，研究の「次元J， I目的J， I対象」あるいは「万法・アプローチ|等
をあげることができる。行論の必要上，これらについて以下氏概i絡を述べておこう。
学校経営学における「次元」論的構造すなわち， i次元」を視点とする構造とは，学校経営学が，
ィ~ (0^ r. ~t~""t 1)¥ -;:.叫 J、，われわれの構成概JG'、(construιt l.J) てある í~校経百」プロパーの研究と，その研究自体を:考察
対象とするような，いわば「研究の研究(meta-scienceあるいは metaphysicalstudy) Jとの
二つの次元から構成される乙とを意味している。本小論における論議は，いうまでもなく後者の次
元におけるものであるが，学校経営学におけるこのような科学哲学 (philosophyof science)的
論議の必要性，および従来の乙の問題領域における考究の遅進牲については既氏自Ij稿はおいて詳述
2) したので省略する
本稿において論じられる学校経営学の「白掛け論的構造とは， どのように異なる目的を有する諸
研究が存在し，かっその各々がし 1かなる論理的関係性をもつかという問題を通じて論じられるもの
である。すなわち，その研究が考察対象についてのいかなる性格の知識を獲得しようとしてなされ
るものであるか，およびそ乙で獲得された多種多様な内容をもっ諸知識が， どのように結びっくの
3) かに関する問題である
また，学校経営学の「対象」論的構造とは3 学校経営事象;こ関わるし 1かなる側面ないし下位の事
象に考察対象を求めるか，を視点として整理・体系化される学校経営諸研究の関係をいう。先行研
究に事例を求めるならば，たとえば，都道府県教育委員会と個別学校との学校経営をめぐる権限関
係に着目するもの，個別学校内における学校経営活動に対象を限定するもの，教職員組織内におけ
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る人間関係の態様をとり上げるもの，あるいはp 学校経営計画のあり万に注目するもの等々，諸研
究の考察対象からする内容はまさに多種多様である。これらの対象論的に細分化された(あるいは「領
域J的といってもよかろう)諸研究を構造化するという作業には，他の視点からする学校経営学構
造論にはない特徴があるように思われる。
その第 1は，atぺ乙理解ーされるとおり，たとえ「学校経営」に関するものと厳密に限定してみても，
とり i二げ得る対象は無限数存在するということである。1"目的」にしろ「万法。アプローチJfCし
ろ，そして既に論じた「次えJにしろ，それらを構成の視点とする構造論においては，その構成要
素は比較的に特定し易い内容と数民限られている4)。しかるに，乙の3 研究の「対象jを視点とする
学校経営学の構造化の試みにおいては，そこで想定され得る構成要素の内容は全く無限の広がり
5) をもつのである
第2の特徴は， この視点そのものの性格に由来する。つまり，学校経営学の「対象J論的構造論
といっても s 実はそれが，学校経常事象そのものの構造論と表裏一体のもの，あるいは全く同ーの
ものとなり得るという ζ とである。他の視点からする構造論が 比較的明確にmetaphysicalな性
格をもつのに対して. 1"対象J論的構造論は，それとは異なる内容を有し得るのである。学校経営
学の分科科学としての構造論の展開を意図しながらも，実は学校経常事象の構造を論じてしまう(も
ちろんそれが多くの学校経営研究の白的であり内容であるが)危険性を多分はもっという点におい
て，学校経営学に関する metaphysIcalな論議の次元におけるこの「対象」論的構造論の展開には.
6) ト分な慎重さが求められて然りである
最後に，学校経営学の「万法・アプローテ」を視点とする構造とはp 学校経営事象の認識と理解
乏ム 7) とのプロセスにおいて，いかなる万法制i(methodology IJ ) とアプローチ (approach)とが採
;:nされ得るか，そしてその各々がどのような関係にあるかという問いにより論じられるものである。
学校経常研究における考察対象が無限に存在し得る乙とと直接の関連はないが，先行諸研究にみら
れる万法論やアプローテは，その諮そのものの意味の理解をも含めて様々である。いわく，人間関
係論的アプローテ， i法社会学的アプローテ，意思決定論的アプローテ 重層-単層構造論あるい
は民主化論等々である。乙れらの万法論ないしアプローテが，学校経営学という分科科学の中にい
かに位置付くのかが， 乙の「万法・アプローチJ論的構造論では論じられねばならないのである。し
かし，それを論じるためには，その万法論やアプローチを支える論埋 換言するとそれを正当化・
妥当化するための科学哲学的立場8)が明確にされていなければならなし'0つまり，それが考察対象
である事象に対して，いかなる存在意義 (raisond' etre )すなわち「呂的jをもつかという乙と
ヲ 9) 、ずであ。 。したがっし本視点からする学校経営学の構造論は，本来的に，本稿が以下に述べる「目
的j論的構造論の下位に位置づくものと考えられる。
以上，学校経営学構造識の基本的な指標について概観してきたが，既述の内容から，それら指標
間にも何らかの論理ー的関係を想定し得る乙とは明確である。すなわち， 1"対象」論的構造は他の視
点から構成される構造とは異質なレベノレを含み易く， したがって向ーの学校経営学構造論の範鴎で
?????
は論じ得ないこと。および「万法・アプローテ」に関する論議が，本質的に「目的j論の下位にあ
ることである。本小論では，学校経営学構造論の端緒ーとして既に述べた学校経営学の「次元J論的
構造とも関連づけながら，研究の「目的 iを学校経営学構造論の(実は全ての分科科学においても
同様であるが)重要な構成指標としてとりあげ，以下，それを視点とする学校経営学の構造に関す
る試論を展開したし'0すなわち， I白(J(_]Jは f万法・アプローテjを規定するという意味において，
より基本的な考察課題であると考えるのである。
n _ Eckard Iくonigの教育学構造論
分科科学としての学校経営学の構造を論議するのに際し，その母学問であるところの教育学の構
造を予備的考察課題としてとりあげる乙とは妥当であろう。
学校経営学が，教育学の対象とする教育事象一般よりも限定的な学校経営事象を考察対象とする
という事実は，それ自身で学校経営学の分科科学としてのあり万に何らの影響を与えるものではな
いと考えられる。すなわち，教育学が社会科学の分科科学である以上，社会科学に共通する科学前
学と万法論i乙従うべきであるのと同様3 学校経営学が教育学の分科科学である以上，それは教育学
の，そしてそれゆえ社会科学一般を対象とする科学哲学に基づくものでなければならない。教育学
は，その対象とするものが教育事象であるということによってのみ，社会科学における他の分科科
学から特定されるのであって，科学であるという側面においては全く同震のものである。乙の ζ と
は教育学とその分科科学としての学校経営学にも，同様に言い得る。教育学は，教育事象というそ
の考察対象自体の「独自性」ないし「特殊性Jのために，他の社会科学とは区別される特別な科学
の万法論をもっという類の論議は.そして，教育学と学校経営学をめぐる同種の論議は，上述の視点
10) 7 ~ _ においては謬見であるとの読りを免れ得ないといわねばならない 。そこ Cわれわれは，学校経
営学の構造を構成するという試みの出発点において そのてがかりをとりあえずケーニヒ (Eckard
Ko・nig)の先行研究にみる教育学の構造論に求めてみることにしよう。
A. I科学Jの意味
ケーニヒは f教育科学理論 (Theorieder Erziehungswissenschaft ) Jにおいて，まず「科
学Jの意味にふれ，それを「窓意的な主張JからJi皮13fJし「単なる意見や，推測の域をでない日常生
ブ 11)活における実践と対立す。 Jものとして考えている。そしてこの理解に応じて「教育科学_J rζ関
し， I教育実践において， r合理的なオソエンテーション Jと，そ乙に提起された問題を科学的に
12) (つまり f根拠づけて J)解決する乙とが期待できる jと述べている。すなわち. I教育科学J
を「教育実践(教育事象:久保田注)に関する科学的命題の体系13)Jと理解するのである。
ここで，ケーニヒのいう「科学」の意味について若二干のコメントをしておく ζ とが必要であろう。
ケーニヒ自身， Ir科学的 Jという表現は乙乙でもまた，暫定的l乙(われわれの前理解と関連して)
14) 輪郭を示す乙とに限定する 。Jと述べているように その意味を比較的広義に解釈している。
乙こで比較的という場合， その比較の対象となるのは3 たとえば，カーリンカー (F.N.Kerlinger) ， 
-21-
ラドナー (R.S.Rudner) ， グリフィス(D.E.GriHiths.)， あるいはブレツインカ(W. Brezinka) 
らの「科学J論，すなわち， i科学Jを厳密に「記述科学 (descriptivescience ) Jとして限定
するという科学哲学上の立場であるlえもし彼らのように「科学jの意味を限定し，それに基づき
「教育科学jを構想するということになれば，現実問題として先行研究のうちどれほどのものが「
教育科学Jとして認め得るかという問題，およびそのような狭義の「教育科学J概念に拠るならばz
多額多様に分化している現実の教育諮問究を総体的に論じ得ないという障害が生じる。したがって
ケーニヒは， i教育科学の科学問論がどのように朗解され，また 3 乙のような学問分野がいかに構
成されなければならないかという乙とについては 一般にまだ合意に達していなし，16)0 Jという問
題意識からメタ出，i命，すなわち教育研究を対象とする metaphysicalな論議を展開する上で， 自ら
の考察対象，すなわち「教育科学jをこのように広義に規定せねばならなかったと考えられる 17)。
ケ‘ニヒのいう「教育科学jが3 比較的広義の意味内容をもっという理解に基づき，次にはその
「科学jの二つの指向性について論を進めよう。
B. i科学jを支える人間的関心の二類型
「教育科学Jの「指向性」とは，教育事象を考察対象として成立する「教育科学jが，当該事象
l乙関するどのような性格の知識の形成と獲得とを目的とするか，に関する性向をいう。換言すれば，
教育事象に対して{可をなすか3 という研究「毘的j論上の立場を意味する。乙の問題は，単に研究
者側人の研究j二の立場の選択に関わるだけでなく そこにおいてとられる方法論やアプローチの正
百円:・妥当性の根拠とも関わる重要な論題であるがゆえに，慎重な検討が必要であろう。われわれ
は， まず， へンペノレ (CarlG.Hempel)の見解に論議の端絡を見出す乙とにしよう。それは，ケ
ーニヒのいう， r教育科学jの記述的理論と規範的理論とを珂解する助けとなるはずである。
ヘンペノレは，われわれが何らかの対象を得て思惟活動をおこなうに際し，そ乙 l乙人間的な二つの
知的関心が介在することを指摘する。われわれが乙乙で明らかにしようとする広義の「科学」がも
っ史なる指向性も，基本的には乙 ζから生じているのである。
へンペノレは， r経験科学の極々の分野における探求を促し それを続けさせた要因は数多くある
が，その中で持続的に存在:する二つの人間的な関心が人間の科学的な努力に対して重要な刺激を与
えた 18)0 Jと述べ，人間に特徴的な知的営為であると ζろの科学が二つの人間的関心に支えられて
いることを明らかにしている。その関心とは何か。へンペノレはそれらを，各々「実用的な性情のも
の(実際的関心)Jと「人間のもつ知的好奇心そのもの(認識的関心)Jと呼んでいる 19)。
前者の「笑際的関心」とは，われわれが何らかの経験的事象と直面する際，そ乙からより望まし
い生存のための万策ゃ原理を得ょうと考えたり，また，その事象を，特定の価値観20)を基盤として
より望ましいものとするにめの万策や原理を欲したりする，その原動力となるものである。人間は
単IC，経験的事象の中比身を委ねそ ζに埋没しているわけではなく， 自らをとりまく諸々の環境条
件の状態を克つめ，その変化を予測しつつも可能ならばその変化を自分自身の統制下に置き，より
有利な万i苅，より価値ある万向にもってい ζ うとする。そうする ζ とにより人間はp 自己の生存を
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より快適な状態の中氏実現させようと試1み続けているので、ある。ヘンペノレのいう「実際的関心jは，
人間が有する ζのような生得的性向を支持す 3精神作用であり，人間にとって基本的なものと言い
得るのである。
次にへンペノレのいう「認識的関心」について考えてみよう。へンペルは乙れについて， i自分と
自分の住む世界を矢nり，そして理解する乙とを求める深い，促強い願望 21)Jすなわち「知的好奇
心Jであるという。それは，当該事象が何であり，かつなぜ生じるのかについての科学的概念
(scientific concept) を形成する契機となるものであり 3 ここでは，現実的な生活実!?:長上の改善
を指向するような処万主主的知識( prescriptive knowledge)に対する関心は，直接的影響力をも
らf号ないのである。
上のヘンペノレにみられるような，われわれの思惟活動を支える人間的関心の二類型論をもとに，
いわゆる「科学(広義の22)) J f(.もそれと類似する何らかの類型，すなわち異なる目的の Fに成
立する，性格が異なる捜数の科学の存在を認める研究者は多い。 i記述科学 (descriptivescience 
) Jと「規範科学 (normativescience) Jとを指標とする，科学の二大類型論がそれである。
たとえばヤング(Stanl ey Y oung )は， i概括的にいうと，科学の目的は， (1)記述的か， (2i規
範的か， このうちのいずれか;乙特徴づけられる23)0 Jと述べ，サイモン(H.A.Si mon )は， r科
学には，理論的なものと実践的なものとの二種類があろう 24)oJと述べている。これらの見解は，
上記の科学類型論の典型的事例である。次に3 各々の本質について論じておこう。
c. i教育科学Jの二指向性
サイモンは， r記述科学jを構成する命題 (proposition)を「科学的命題 (scientificproposト
tion) Jないし「理論的命題 (theoreticalproposi tion ) Jと呼び，その典型!となる命題を「し
かじかの事態(現象)は3 常J乙， しかじかの条件を伴う jという形式で表現している。そこには，
サイモンの意図する「記述科学」の本質，すなわち，当該事象lζ 関する構成概念、の形成を不可欠
な前提とする「事実J認識 25)，その に関する諸側面の態様を記述 (describe) ，説明
Cexplain )および予測 (prescribe )するという知的作業過程，加えてそこから形成@獲得される
ところの当該事象の本質解明を目的とする命題詳， という意味が明確に看取できるであろう。
述科学Jの本質は，人間の「認識的関心 (cognitiveconcern) Jに基づく，対象の考察活動およ
びその成果としての事実命題体系であるという ζ とができる。
また，わが国では朴塑雨氏が，学{~J.論文「教育経営理論の本質およびその構成におけるシステム
ズ論的認識枠組花関する一考察jにおいて， この「記述科学jの本質に関して，科学的研究 Cscien-
tific stud坊が「対象である事象を，主に言語を媒介氏して認識，記述，説明する ζ とによって事象
にひそむ理法を発見する行動体系」であり， i対象の本質すなわち対象の構造や機能など諸属
性とその関係を認識するための実証的体系的接近でありかっその結果得られた理論的知識からなる
知的体系を意味するものである26)oJと説明している27i。
さて，ケーニヒの用語法によるところの広義の科学を構成するもう一つの「科学J，すなわち「規
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範科学jについてはどのように説明されるであろうか。サィモンは，人間の「実際的関心jを充足
するためにお乙なわれるわれわれの思惟活動，およびその成果としての知識体系である「規範科全l
が3 根本的l乙規範命題 (normativeproposition )あるいは実践的命題争racticalproposition) 
から成ることを示し，その典型的事例を「しかじかの事態を生み出すために， しかじかのζ とがな
されなければならなし'0Jという命題形式をもって表現している 28)。われわれの身近にある具体
的事例を探すならば，たとえば， I学校経営においては職務の合理化とともに，教職員の経営過程
への参加が重要とされなければならない 29)oJという類の発言がそれである。 I規範科学Jは，以
上ーのことから，われわれの生活実践に対してより誼接的な(i記述科学」との比較において)指針，
具体的に述べれば特定の価値観から数倍される当為論的言明と p その内容を実現するたゅの万策
(strategy)や手法 (technique)の提案の体系であるということができょう。
朴型ì~m氏は， r学校経営理論のあり方とその万法論130)」の中で，学校経営理論の本質について
ふれ， r学校経営埋論の知的体系としての特質l乙関して，研究者がいだくイメージやとらえ万にも 3
未だに明舷な共通理解が成立するにいたっていなしリ状況を指摘し，そこに「煙論」応対する主な
三つのとらえ万，すなわち 2 「規範的知識 (normativeknowledge) J， I処万護的知識 (presc-
riptive knowledge) Jおよび「本体論的知識 (ontologicalknowledge ) Jとしての理解が混
在していることを批判している 31)。乙の朴氏による「理論」の意味理解における類型論も，基本
的には i二述の科学類型論と軌をーにするものと考えられる。なぜなら，氏のいう「規範的知識Jお
よび「処万主主的知議」は， i規範科学Jの範!鳴に含められるものであり， r本体論的知識jの形成
・獲得は， まさに「記述科学:jの意図するところと考えられるからである。
また，*苔は万iJ稿において，従来の教育経営研究を， どのような性格の知識の生成@獲得を指向
するかという出点から分類することを試み1.法的規範論を指向する研究 2 教育運動論を指
向する研究 3. 実践万策論を指向する研究 4. 組織経営論を指向する研究 の四類型を設定
した32)0 この類型化もまた 基本的に「記述科学jと「規範科学Jという類型論におっている乙
とはいうまでもない。しかし，そのような「目的J論上の議論に何らかの「万法・アプローチ」論
的視点を}Jnえるという作業の上で，不ト分さを残している点において検討の余地が残されていたの
である。
以上の論点から，われわれは今や，教育事蒙を考察対象とする「教育科学Jf乙，異なる研究「目
的Jをもっ二種類の研究類型を怨定し得る ζ とを確認できるであろう。すなわち，教育事象lこ関す
る「説明理論 (explanatorytheory ) Jの構築を指向する「記述科学的教育科学jとz
をめぐる何らかの当為論あるいは方策論の展開を指向する「規範科学的教育科学jというカテゴリ
ーである。
Doケーニヒによる教育学の構造論
前節までの論議を基盤としつつ，ケーニヒは， i教育科学の理論jという名のもとに， I教育科
学j構造論を中核とする教育学構造論の展開を試みている。表 1iv¥ろいろ異なった理論段階の区
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表 l いろいろ異なった理論段階のi玄分 (Konig. 1980) 
(2) 
メタ理論
教育科学の理論
(教育科学理論に関する科学的命題の確立)
教育科学の記述的理論，
いろいろ巽なった教育科
学理論の叙述(分析)
教育科学の規範的理論，
教育科学理論の判断への
メタ理論的規範の佐立
教育科学(教育実践の理論)
(1) 
対象理論
(教育実践に関する科学的命題の確立)
~~ー
-- ----- ---l 記述的教育科学
教育実践に関する
記述的命題の確立
規範的教育科学
教育実践のための規
範の確立
、 、 ， ??
?
?
、 、 教育実践
(日常会話用語で「教育jと言われる行為)
分jは，その具体的内容を表現している3)。乙の去は，今まで招別的に論じられてきた研究の「次
元Jと「目的Jという視点を， マトリクス上に定置する ζ とにより，教育学全体の構造を描き出し
ているという意味で注目と評価に値する。
まずケーニヒは， if教育学 jという言葉が， 乙の表現だけによって一般に知られている文献の
集合名称34)と理解されるならば， r教育学』は対象理論であるとともにまたメタ用論でもある3め
と述べ，教育学(諸々の教育研究と換言しでもよかろう)には，教育事象(実践)プロノマ日ーの研究
( I教育科学J)と， さらに高次の「教育科学の理論」と呼ばれる研究の次元がある ζ とを指摘し
ている36)0. i特定の対象理論としての教育科学と， メタ理論としての「教育科学の埋論 Jとがほ
別される。どの教育科学の構想がlEしし 1かという Iれ 1は，教育実践についてではなく，教育科学:の
構想について論じるメタ理論の問題なのである 37)0 Jという発言には3 教育学におけるメタ態論の
必要性認識と，特定の「教育科学jのあり方はそれが対象とする経験的事象としての教育事象の特
質にではなく， メタ「教育科学」の論議により規定されるという見解を含む教育学の「次元J論的
構造論の意図が看取できる。
次にケーニヒは，上の三つの理論段階の各々に，記述的命題と規範的命題とのIXJIJを設定し表 1
にみられるような諸研究の整理と体系化をお乙なうのである。
「異なった教育科学の構想、花関連して， ζ 乙で記述的教育科学と規範的教育科学とを区別できる。
前者には(たとえばなんらかの授業の型 異なった教師の態度などの影響についての経験的な f法
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員IJJの記述など:原注)教育実践の記述的命題だけが用いられる。これに対して後者(規範的教育
科学:原注)は教育実践のために規範的命題を提供する 38)0Jという論述は「教育科学jの次元l乙
対する見解である。乙れに対し， I教育科学」の理論の次元についてケーニヒは，以下のように述
べている。
「メタJ1H論のレベノレでも同じことである。教育科学の記述、的な理論では， (対象理論的な:原注)
教育科学の構娃!に関する記述(1'')命題だけが提起される。(I判!洛)どの教育科学の構想が「正しいJ
かという問いは， これだけでは解決されていない。(中略)それがなされるためには基準が必要で，
この基準によって対象即論の根拠づけを精査し，批判し，相互に比較考量する。(つまり特定のfメ
タJ日!論の規範 Jを提示して:原注)r科学的な命題は矛盾してはならないノJという要請を付加的
l乙掲げた場合にのみ この対象盟論の評価や批判が可能となるのである39)0 J 
すなわち，教育事象についての「教育科学」を対象とする metaphysicalな論議においても，諸
々の「教育科学」の叙述・分析を目的とするものと， r教育科学」の評価や批判を可能にする何ら
かの規範論 metaphysicalな当為論の展開を目的とするものとのこ類型が怨定され得るという見
角ギである。
われわれは，以上において詳らかにされたケーニヒの教育学構造論をてがかりとしながら，次l乙
学校経営学構造論の一端をi明らかにしていくことにしよう。
I 学校経営学の目的論的構造
ここでは，学校経営諸研究をその「目的」によって整理・類型し， i次元J論的構造との関わり
を保持しながら，学校経営学に関する一つの構造論を提示してみよう。
学校経営学という知的体系，すなわち，学校経営事象を固有の考察対象とするわれわれの思惟活
動およびその成果としての知識鮮の論理的構造を考えるにあたり，われわれは，仮説的にではある
がそれを去2に示すようなものとして構想し得るであろう。それは，学校経営学に内包されるべき
諸研究の委員担を， 「次元」と iヨ的J， とりわけ後者lこ力点をおく説点から整思・構造化されるも
のである。 以下，友2について説明していくことにする。
まず，われわれが日常i三誌レベノレにおいて 2 一般に学校経営と呼んでいる人間の具体的行為や活
動(学校経治実践)というものが怨定される。しかし，その行為や活動それ自体は知的体系としての
学校経営学には含まれ得ないのは明らかである。それが理論段階(0 )と示される次元である。乙
の段階では，まだ，われわれにとって考察対象となる「事実」としての 換言すれば構成概念、の
「学校経営」はj点立していない。学校経営実践に何らかの意味を付与する何らかの論理，つまり 2
当該事象の特定な側Lf:iや部分を抽出，抽象あるいは再構成して「学校経営Jという「事実」を形成
する何らかの呂的が生じて初めて，われわれは学校経営学成立の契機を得ることになる。この学校
経営学成立の契機が， I学校経営J概念、の定義 (definition)という作業として具現化することは
i記述の内容から明らかであろう。ただし，そこで規定される「学校経営」概念の内容が，果たして
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表 2 学校経営学の構造
理論段階
(2) 学校経営研究の態様に関する考察-~一一一-一一一一一一一一一---------メタ理論 学校経営研究の整理 望ましい学校経常研究の態様lこ
関する規範的論議
学校経営事象に関する考察(学校経営研究)
(1) 、ー、-
「記述科学」的学校経営研究 「規範科学J的学校経営研究
対象理論
本経営事象認識のアプローチ 本基盤となる価値観
課業分析 民主化論
人間関係分析 合理化論
意思決定分析 専門職論
etc etc 
(0) 学校経営実践
経験的事象 (人間の具体的な行為や活動)
学校経営学
学校経営研究者に共通な論議の基盤を与えてくれるほどに，構成概念として精練されているかどう
かは重要な問題であり，今後における I洋紡な吟味・検討を期したし，40)。
以上のような経緑と過程から形成された「学校経営」概念を対象に3 理論段階(1)I対象j望論Jと
しての学校経営事象J乙関する考察が考えられる。ケーニヒの用語法をmし1るならば， I教育科
(Erziehungswissenshaft ) Jの論議の中でとりあっかわれる研究の段階である。したがってわ
れわれは， この次元における諸研究乞学校経営の「科学(もちろん広義の)Jあるいは「学校経
営研究jと呼f;_f¥することができょう。
乙の「学校経営研究Jの中に， 目的論的視点から二つの研究類型が見出し得ることは， もはや説
明を要しないであろう。その第 lが「記述科学」的学校経営研究であり，その第2が「規範科学J
的学校経営研究である。前者が， I事実jとしての「学説経営Jの記述，分析，説明，予測あるい
は認識を自的とするのに対して，後者はむしろ，学校経営実践上の盟i想的存在態様と関わる，何ら
かの価値観 (values あるいは ideology)に支持された規範的言明や実践万策(operational 
tacti cs )論の提示を意図するものである。
表2中の「対象理論J段階に関して，行論上の必要と今後の課題の一つを明確化するために， さ
らに付加的説明をなしておく乙とにする。それは， I方法・アプローチ」を視点とする学校経営学
?
?
? ?
構造論展開の布石となるものであるが， I記述科学J的学校経営研究における学校経営事象認識の
ための枠組(framefor cognition)およびl I規範科学」的学校経営研究における規範的言明を
支える師値観的基準に関する問題の論議である。
「記述科学J的学校経営研究における 3 当該事象認識の枠組とは， I学校経営Jの事実に具体的
内容を与えるという機能与果たすものである。換言すれば， I学校経営Jの現実態に内在する諸属
性ないしは特性を明確化し説明するための基準となるものである。たとえば，学校という組織体に
おける経常事象を，各組織構成員の課業の総体として把握・理解する，あるいは逆に考えるならば，
当該組織において遂行される課業分析 (taskanalysis)をお乙ない，諸課業閣の関連構造を再構
成する ζ とにより学校経営事象を認識・説明しようとする試み(I課業分析的アプローチJ)があ
げられるであろう。先行諸研究の中広見出し得る， ζのような事象認識枠組の他の事例としては，
組織内における「人間関係 (humanrel ations) Jの存在に着目し，それを鍵的概念として設定す
る「人間関係論的アプローテ」や3 組織内活動の多様な次元と局面においておこなわれる「意思決
定 (decision-making) J Iζ注自する「意思決定論的アプローチJなどがあげられるであろう41j
次に， I規範科学J的学校経営研究における価値観的基準 (basicvalues )とは，要する iこ，
「より望まししづ学校経営実践のあり方を構想する基盤となるわれわれの基本的な価値指向性であ
るといえる。たとえば，学校経営の実践過程における主たる準拠を教育法規の解釈に求め，その解
釈からする教育実践に対する規範的命題の展開を意図するような法規遵守主義的立場42)ゃ，学校
経常活動をめぐる合理化論あるし 1は民主化論立場143)，さら;乙は，教職自体に何らかの専門i殻性を想
定し，そこから学校経lt1?における各教(Jijの自律性を説乙うとする立場などが典型的事例としてあげ
られるであろう。
さて， J_仁のような「対象埋論Jとしての「学校経営研究Jを考察対象にもつ，国論段階(2)iメ
タ理論Jとしての「学校経営研究」の研究，ケーニヒの「教育科学理論jという j刊誌法を{芦田する
ならば， i学校経営研究のfm論iJというべきものが次に構惣されなければならなし'0ここにおいて
もわれわれは，へンペルらの見解に基づく類推により 二万向の研究類型を見出し得るのである。
その第 iは， I対象理論iJとしての「学校経営研究Jを何らかの視点ゃ視座から整lT:tJ.構造化す
ることを円的とするメタ聞論(ケーニヒにならって「学校経営研究」の記述的理論と仮称する ζ と
にしよう。木小論自体は まさにこ乙に位置している。)であり，その第2は 「学校経常研究J
の目的や方法等をめぐるその珂想的態様;乙関する提案をなそうとするメタ理論(I学校経営研究J
の規範的理論と仮称する)である。前者比おける考察の基本的視点は 本稿 1.において提示した
が，それらの視点を統合するような，より高次の総合的視座からの学校経営学構造論の構築につい
ては他臼児期したい。また， とくに後者については， I学校経営研究jの「正しさjを判断する基
準をいずれの問題に設定するかが重要であり，われわれにとって緊要な考察課題となるのと同時に，
また非常に争論的な内容を含むものである。乙の乙とについては，次章でさらに明確な問題提起を
なす乙とにしたい。
? 。? ?
以上で，学校経営学の目的論的構造については説明されたと考えられる。
lY 結ー今後の課題一
前章までの論議に基づき本章では，本小論においては直接詳細な検討がおこなえなかったこ@三
の問題とそれに対する若干の展望を まとめにかえて述べておく乙とにしたい。
学校経営学構造論は， i次元J， i目的」あるいは「万法・アプローテjというような各観点か
ら構成される個別構造論を有機的に統合できて初めて，全体としての批判に耐え得るものとなるが，
先にも述べたように2 それらを総合するためのより高次な視点を，現在までのところ筆者は見出し
得ていなし'0学校経営学の構造を論じる以上， 乙の乙とが今後l乙残された最大の課題である。 以下
では， この課題の遂行と並行して，われわれが継続的に論議していくべき課題を提起しておこう。
まず第 1i乙， IIーにおいて指摘した「学校経営研究Jの規範的理論I乙関する問題である。すなわち，
「学校経営研究」の諸構想をし 1かなる視点から評価@判断するかという問題である。
その視点としてはたとえば， i学校経営実践に対する現実的万策論としての有用1性あるいは影響
力」とか「体系的知識としての無矛盾性」とか「教育学の他分科科学との関連性(たとえば教育目
標論との関連性44)) Jなどが考え得るわけである。 i学校経営研究jを評価する上で，われわ
れはこれらの視点のうち(上記はほんの一例であるが)どれをとり得るか，またはとるべきかにつ
いての論議は，非常にrn難な問題である。なぜなら，それらのいずれをとるにしても，そのζ と自
体の理由を実証的には説明できない(つまりその論議が形而上学的な論議で、あるが故;乙)からである。
学校経営研究は，学校経営実践に対して何らかの有効な示唆を与えるものでなければならないと
いう見解があるとする。それはなぜなのであろうか。その盟白を説明するに，たとえば，社会から
の要議とか教育学の独自)~: .特殊性からするその分科科学としての学校経営学の特震をあげること
もできょうが， それが{i司の説明になるのであろうか。
このような問題に対して筆者は，上のような論議の臨路を回避するために とりあえずはその視
点を教育学の外に見出すことを考えるものである。すなわち3 教育学が社会科学の分科科学であり，
社会科学が科学の一分野である以上，それらは皆共通した科学としての特質をもっP という見解に
たち，一般科学論上の視点から， I学校経営研究Jの論理整合性や体系性あるいは概念の厳密性等
を批判・検討すべきであると考えるのである。この試みは稿をあらためておこなう予定である。
第2は， i学校経営研究Jにおけるこ指向性のうら， どちらを選択するかという問題である。「社
会科学のなかで現在最も論議されている問題の iつが，記述的命題と価値判断のネ!37王関係について
の論争であることは決して偶然ではなし，45)0 Jとケ一二ヒも述べているが この ζ とからも現解さ
れるように，この問題にも第 1の問題と関連しつつ同様の困難性が潜在している。 I記述科学 jと
;一規範科学Jとを結合する論理(表lや表2でいうならば械の「糸jにあたる)が，現在の科学留
学でも未だ十分に解明されていないという状況にあっては、乙の両者は研究の立場の相違という1日
是きとしか論議されようのないものなのであろうか。乙の点についての，サージォパンニ CSergi一
? ?
?
???
ovann i， T. J. )やカノレバー (Carver，F. D. )による最近における研究的試み4θ も慎重に検討
される必姿があろう。
最後に，われわれにとって最も緊急な課題として， I学校経営j概念の再検討があげられる。学
校経営事象に関する当為論的ないし規範論的言明の中で語られるそれではなく，学校経営という「
事実Jを成立させ，われわれ学校経営研究者に論議の基盤を与え得るような構成概念 (const ruct) 
として，われわれが用いてきた「学校経営」概念が， どこまで使用に耐え得るものであったかを視
点とする再吟味である。
J王
1) 控数の異なる考察対象から抽出された諸々の要素を一つの観念、にまとめあげるためのアイデア
が概念(たとえば， I熱さJIなめらかさ」等)であるのに対して，構成概念、 (construct)は，
「他の事象から特別に識別され， また観察され得るような明確な行動次元として存夜するのでは
なく，科学者が特定の事象を f事実Jとして認識するために自分自身の想像力によって創出した
もの」などと説明される (Kerlinger，F.N.， "Foundations of Behavioral Research， 2nd.ed，" 
Hol t， 1<inehart and Winston， 1973， p.129. )。換言すれば3 われわれをとりまく諸々の経験
的事象の特定側面ないし部分を，われわれ自身が何らかの目的により地出，抽象ないし再構成し
て一つの として認識する場合の その f事実」に付与される名辞(term)が構成概念、で
ある(われわれにとっての「事実」の意味およびその形成に関しては たとえば村上陽一郎氏の
「新レい科学論一一「事実」は理論をたおせるか-.Jj，講談社， 1979. や「科学のダイナミ
ックスー一理論転換の新しし 1モデノレー -.Jj，サイエンス社， 1980. など参照のこと)。
学校経営研究者としてのわれわれにとって最も強い関心を集める構成概念は，いうまでもなく
「学校経おj である。われわれは， I学校経営」という構成概念を少なくとも学校経営研究者間
の共有概念 (commoncuncept )として縫立できない限り 本来ならばその何らかの経験的事
象を「事実」として認識することも，まにそれについてし 1かなる言明をなすこともできないので
ある。 陵数の研究者における共有概念としてあらねばならない以上，済成概念「学校経営 jの規
定過程においては，その意味・内容に価値的要素が含められることのないよう十分な配慮が必
安である。そうしなければ，呉なる価値観を基底とする「学校経営」概念、は，必然的lこ学校経常
事象l乙関する当為論を内包することになり，本来ならば論議の共通の基盤となるべき「学校経営J
概念が，空虚な価値観的対立の論題とされてしまうのである(実際，われわれの乙の概念をめぐ
る議論の多くは， このような誤謬をおかしている)。
たとえば， I学校経営」を「学校教育自標達成のための，学校組織体の民主的・合理的活動J
と定義することは正しいのTごろうか。 ζのような定義の形式に関してわれわれは，次の乙とを少
なくとも指摘できる。すなわち， I学校教育白標達成のためにお ζなわれる学校組織体の活動は，
それが民主的・合理的でなければ「学校経営 jではないのかJ，ならばそれは「何かJというこ
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とである。われわれの間における論議は 「学校経営Jが民主的@合理的にお乙なわれているか
というレベルで展開されるべきであって それが民主的・合理的であるべきか否かをめぐるよう
な空疎な論争は回避されねばならない。 ζの事例でいうならば， r民主的(性)J，i合理的(相JJ
は， r事実Jとしての「学校経営jの -Ji毒性にしかすぎない，やはり構成概念、である。
2) 拙稿， i教育経営研究における f理論 jに関する一考察J，学校経営!i)!究， Vol. 6， 1981， 
PP' 61 -77. 
拙稿， i学校経営学における意思決定論的アプローテの意義と課題一一学校経常学の構造
に関する考察を中心に一-j 教育学修士論文(筑波大学)， 1982 
相j稿， i学校経営学の構造に関する一試論(1)一学校経営研究(論)I乙関する系譜的研究批判j
-J，教育経営盟論研究， Vo 1. 3， 1982， PP 20 -25 
などを参照のこと。
3) たとえば
高野桂一， i学校経営の科学の構想J，高野桂一若， r学校経営の科学 基礎理論:高野村:一
著作集① J，明治図書， 1980. pp.56-84. を参照のこと。
高野氏は本論文において， r学校経営の目的は，いし 1かえれば一般的には教育的生産性の向仁
児あるが， しかし厳密にはそれは F社会的労働価値を核とする人間的価値形成への志向をもっ教
育効率の向上 Jにあるといわねばならない。したがって，学校経営の科学とは，そのような{il値
志向をもっ教育効率の向ヒを目ぎす客観的万法体系である， という乙とができょう(P -56) oJ 
と述べ，本/ト論後出の学校経営学構造論からすると，学校経営研究の白的をかなり限定的にとら
えているといえよう。
また氏は， r-学校経営の科学(広義の学校経営学)は事実学(実証科学)あるいは技術学 (J，芯
用科学)のいずれの性格をもつものであろうか (p57)oJと自ら問いかけ，それに対し「広義
の学校経営学は事実にもとづく実証論的分野とともに，それにもとづく経営の実践的技術論(創
意造自の技術とその実現の技術:原注)をもふくむものである (p58)oJと答えている。
以上のような論述には，学校経営学lζ関する目的論的構造論の端緒を見出す ζ とができるが，
しかし，実証論的分野にもとづく実践的技術論がどのような論理的経緯により導出されるのか，
具体的にいえば，その過程に介在する何らかの価値規準(tことえば，民主化論や現代化論)が，
どのように位置づくのかという問題，および，氏のいう「科学」とは何かという問題などに関し
ては， さらなる議論の余地を十分i乙残しているといえよう。
4) たとえば「次元」の問題についていえば，対象理論とメタ理論とがそれである。 i目的j とい
う視点からは，後述するように記述科学と規範科学が要素としてあげられるし，また， rプゴ法・
アプローテjの問題では，たとえば，課業分析 (taskanalysis) ，意思決定論的アプローチ，人
間関係論的アプローチ，あるいは法社会学的アプローチなどと称されるものが各々それにあたる。
5) この乙との一つの原菌は われわれの問において， 1)で述べた梢成概念としての「学校経常j
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概念が未だ不明確なもののままで論議が続けられてきたことにある。われわれにとって「学校経
営」概念の検討と規定は不可避的課題ではあるが，構成概念およびその規定についての意味を理
解していなければ，相かわらず概念規定という名を借りた空疎な価値的言明の応酬は終始してし
まうだろう。
構成i概念自体は，できるだけ価値中立的でなければならない。筆者は， I学校経営」を「学校
教育の目的を達成するための学校組織体の維持 a運用の活動Jと定義した(拙稿，前掲「学校経
営学の構造lζ関する一試論J，1982. P. 20)。 乙の定義には， I民主的J， I合理的jとい
う類の価値的語霊堂や教育の目的それ自体の内容は合んでいない。一見，無味乾燥であるように思
われるが，学校経営事象を他の経験的事象から区別して「事実」として認識するという点では，
一応の機能を果たすと考えられる。
6) 仁とえば
高野任寸前掲論文， 1980. とくに PP 59-68.を参照の ζ と。とりわけ氏が「学校経営の科
学の対象ー学校経営体の性格の吟i床」という節題の下に述べる内容，および， I学校経営の科
学は，く学校経営の中心学〉とく学校経営の周辺学〉とに大きく分けて構造づけることができょ
う。学校経営の中心学は，狭義のく学校経営学〉あるいはく学校経営技術学〉:く学校経営能率
学〉ともいうことができる(PP. 65 -66.) 0 J I学校経営の周辺学は学校経営における問題，
学絞経?立はともなう問題，あるいは学校経営を補う問題をとりあっかう。(中!I洛)すなわち， ζ 
れ比はく学校経営社会学〉，く学校経営心理学>，く学校経営法学〉などがふくまれる (p6.) 
o .1という引用により要約される「学校経営の科学の構造」論が注目に値する。この構造論が何
を観点として構成され， またその要素としての3 たとえば「学校経営社会学jが何を意味するか
などに関する検討と批判は別稿に譲りたい。
7) 万法論 (methodology)には通常，二つの次元が煙、定される。すなわち 論理操作上におけ
る一定の手続き (M) と，実験や誠査の実施上の具体的手法・技法(techniques)という意味(m)
の一:つである。 I科学jは共通のMをもち，分科科学はMを基盤としてさらに国有のmをもっと
いうのは，一般に理解されるであろう。すなわち，考察対象により変化するのはmであって， M
ではない。
8) 科学留学 (philosophy of science) とは， I科学の方法論や基槌論理，認識の問題，知識体
系の批判といった哲学本来の仕事を遂行しようとしづ意識に支えられた哲学の一分野(村上陽一
郎， f科学習学_]，山崎正一@市}I浩編， r現代哲学事典J，講談社， 1980， PP 131 -134 . 
参照)Jと説明される。経験的事象に対するわれわれの思惟活動を対蒙とする，形i百一仁学的論議
であり， とりあつかう問題領域は，学問論から認識論 (epistemology)まで広範囲である。
9) たとえばζのことについて筆者は，教育学修士論文(前掲， 1982.)において，経営学におけ
る意思決定論的アプローチが， I記述科学指向」という科学哲学的立場をとるものであることを
明らかにした。
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10) つまり，学校や教育の独自性・特殊性あるいは，社会におけるその重要性・緊要性というよ
うな，考察対象自体の特質が，学校経営学あるいは教育学の分科科学的特質を決定するという
のは，科学論の常識からして誤りといわねばならない。
11) E ckard Ko'nig著/クラウス=ノレーメノレ・江島正子共訳， r教育科学理論一一教育学にお
ける科学理論の動向 -j，学苑社， 1980， P. 15. 
12) 上掲書， P. 15. 
13) 上掲書， P. 15 
14) 上掲書， P 15 
15) たとえば以下の文献を参照のこと
Kerlinger， F.N.， "Foundations of Behavioral Researchぺ Holt，Rinehart and Wins-
ton. 1973. 
Rudner， R.S.著/塩原勉訳， r社会科学の哲学 j，培風館， 1967. 
Griffiths， D. E.著/沖!京豊訳， r 教育行政の理論 j ，泉屋書J~ ， 1962 
Brezinka， W.著/小笠原道雄・林忠幸・高橋洗治・田代尚弘訳， r教育科学の基礎概念一
分析・批判・提案 -j，禦明書房， 1980. 
Homans， G. C.著/橋本茂訳， r社会科学の性質 j，誠信書房， 1981 
Hage， J.著/小松陽-.野中郁次郎訳 f理論構築の方法J，臼桃書房， 1978， 
16) Konig， E.著， mJ掲書， 1980， P 5. 
17) 用語使用の厳密性を期すという点では，ケーニヒは，批判され得る余地を残しているともい
えるが，本文で既に述べた理由により，それは避けられないものであったと判断される。むし
ろ，ケーニヒのいう「教育科学」は教育研究一般という意味に解しておいた万がよいだろう。
18) Hempel， c.G.著/長坂源一郎訳， r科学的説明の諸問題 j，岩波書居， 1979， P. 1 
19) 上掲書， P 1 
20) こζでいう価値観とは，事物の正否，良悪，好悪あるいは善惑を判断する基準または枠組を
意味する。乙れは本質的に，先験的 (aDriori)，あるいは少なくとも形而 i二的に形成される
ものであるから，いわゆる実証過程を絞る乙とはできなし iO たとえば，民主化論はそういう意
味において科学的な論拠を全く有しない。その立場をとるか否かについて 何らの必然も存在
していないのである。
21) Hempel， C.G.著， ~]掲書， 1979， P. 1 
22) 1 7)を参照のこと。
23) Young， S.著/新家照夫他訳. r意思決定の諸問題:現代経営思想、シリーズ IYJ，好学社，
1971， p.3. 
24) Simon， H. A.著/松田武彦・高柳暁・二村敏子訳， r経営行動ムダイヤモンド社， 1975， 
p 322 
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25) 1 )を参照のこと。
26) 朴聖rl5， r教育経営f1論の本質およびその構成におけるシステムズ論的認識枠組に関する
考察J1 教育学博士論文(東京教育大学)， 1977， P. 5. 
27) 朴氏は， r科学jを「記述科学jの意味に，および「理論」を「記述理論jの意味l乙限定し，
明確な科学論を展開している。
28) Simon， H. A.若，前掲書. 1975， P. 323. 
29) 典型的事例としては，伊藤和衛氏や高野桂一氏らの経営参加論や経営現代化論があげられよ
つ。
30) 朴型雨， r学校経営盟論のあり万とその万法論J，学校経営研究， V 01. 3， 1978， PP. 93 
-103. 
31) 上掲論文， PP. 93 -94. 
32) 拙稿，前掲論文， 1981， PP. 64 -70 . を参照のこと。
33) Echard Konig著，前掲書， 1980， P. 21 . 
34) 大浦猛氏は， r教育学」という語を同様の意味において，総括名辞と呼んでいる(大浦， r今
自の教育学界の課題一一多様な研究分野の相互関連を中心にして -J，教育学研究， Vol 
40， No.4， 1973， P. 15-21 )。
35) Eckard Kりmg著 fli]掲書， 1980， P. 18 
36) 対家を経営学においた全く同様の見解が，山本安次郎氏によりなされている。山本安次郎著，
f経営学研究万法論:経営学全書5j，丸善， 1975 を参照のこと。
37) Eckard Kりmg著，前掲書， 1980， p.18 
38) 上掲書， P. 20. 
39) 上掲書， PP. 20 -21. 
40) 1)を参照のこと。
41 ) 乙乙比例としてあげた「課業分析J， r人間関係論」および「意思決定論」の各アプローテ
は(とりわけ後二者については)，本質的に経営事象を認識・理解するための考察枠組として
の意味をもつものである。しかるに，学校経営研究にもしばしばみられる乙れらのアプローチ
を援用した研究は，概して，その現実的経営戦略，すなわち経営効率を高めるための万策とし
ての意味を偏重する傾向があるのではないかと考えられる。
たとえは(
占部者15美・宮下藤太郎・今井賢一・吉原英樹・西出耕三著， r意思決定論:新経営学全集く
第6巻>j，日本経営出版会， 1968. 
高宮野編， r現代経営学の系譜 j，日本経営出版会， 1969. などを参照のこと 0
42) たとえば，招良惟一氏，渡辺孝三氏，あるいは天城勲氏らの論稿中氏見出し得る。
43) たとえば，伊藤和衛氏，宗像誠也氏.あるいは高野桂一氏らの論稿中に見出し得る。
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44) 乙の点につき高野桂一氏においては，学校経営の白的を学校教育目標から敷街し， さらに，
学校経営の科学の白的をそれとの関連において構想するという試みがなされている。
たとえば
高野桂一，前掲論文， 1980， pp56 -64. 参照の ζ と0
45) Eckard Konig著，前掲書， 1980， p. 10. 
46) Sergiovanni， T. J.， Carver， F. D.， f/The New School Executive A Theory of 
Administration (2 nd. ed.) ， Harper & Row， 1980 
なお本書については，阿久津浩氏による詳細な文献紹介があるので参照されたい(学校経営
研究， v 0 1. 7， 1982， PP. 117 -124. )。
?
?
?
??
